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令和 6 年 3 月 1 日 

金沢公共職業安定所 
金沢市鳴和 1 丁目 18 番 42 号 

 電話(076)253-3035 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

1 月のハローワーク金沢管内の有効求人数は前年同月に比べ 3.4％増加し、有効求職者数

は同 2.3％増加し、有効求人倍率は 1.88 倍となり前年同月を 0.02 ポイント上回りました。 

全国の有効求人倍率(季節調整値)は 1.27 倍で前月と同率で、石川の有効求人倍率(季節調

整値)は 1.60 倍で前月に比べ 0.05 ポイント上回りました。 

1 月の完全失業者数(全国)は 163 万人で前月を 7 万人上回り、前年同月に比べて 1 万人

下回りました。 

完全失業率(全国)は 2.4％となり前月に比べ 0.1 ポイント下回りました。 

〔参考〕北陸ブロックの令和 5 年 10 月～12 月期完全失業率(季節調整値)は 1.9％で、前年

同期に比べて 0.1 ポイント上回りました。 

表 1 有効求人倍率等の推移 

区 分 
5 年

1 月 
2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

６年

1 月 

 有効求人倍率(金沢所は原数値、全国及び石川は季節調整値) 

金沢所 1.86 1.91 1.83 1.70 1.60 1.71 1.71 1.69 1.70 1.69 1.77 1.83 1.88 

全 国 1.35 1.34 1.32 1.32 1.32 1.31 1.30 1.30 1.29 1.29 1.27 1.27 1.27 

石 川 1.68 1.64 1.63 1.65 1.63 1.63 1.59 1.58 1.57 1.57 1.56 1.55 1.60 

 正社員有効求人倍率 

金沢所 1.32 1.35 1.37 1.30 1.26 1.45 1.39 1.31 1.32 1.32 1.38 1.41 1.41 

石 川 1.35 1.30 1.28 1.22 1.19 1.30 1.30 1.25 1.25 1.27 1.29 1.34 1.30 

 全国の完全失業者数(万人)、完全失業率(％) 

失業数 164 174 193 190 188 179 183 186 182 175 169 156 163 

失業率 2.4 2.6 2.8 2.6 2.6 2.5 2.7 2.7 2.6 2.5 2.5 2.5 2.4 

(注)・令和 5 年 12 月以前の季節調整値は、新季節指数により改訂されています。 

・正社員有効求人倍率(原数値)＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数 

(常用フルタイム有効求職者数には、フルタイムの派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳

密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となります。) 

・完全失業者数は原数値、完全失業率は季節調整値です。  

 

最近の雇用失業情勢 
 

(令和 6 年 1月分) 

障害者の法定雇用率が段階的に引き上げられます。 

 

        令和 5 年度   令和 6 年 4 月  令和 8 年 7 月 

法定雇用率    2.3％  ⇒   2.5％   ⇒   2.7％ 

対象事業主  43.5 人以上   40.0 人以上   37.5 人以上 

 

また、令和 6 年 4 月以降障害者雇用のための事業主支援

を強化します。 

お問い合わせは、雇用援助部門：電話 076-253-3035 

 

ご存知ですか？認定制度 

若者の雇用管理状況が 
優良な中小企業!! 

＜ユースエール＞ 
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1 月の新規求人数は 4,916 人で前年同月に比べ 3.9％減少し、有効求人数は 14,941 人

で同 3.4%増加しました。 

 

新規求人を産業別にみると、宿泊業、飲食サービス業が前年同月に比べ 0.3%増加した一

方、建設業が同 0.9％、製造業が同 22.0%、情報通信業が同 24.1％、運輸業、郵便業が

同 41.1％、卸売業、小売業が同 8.5％、医療・福祉が同 3.8％、サービス業が同 14.1％

減少しました。 

 

新規求人を事業所規模別にみると、29 人以下事業所からの求人が前年同月に比べ 7.5％減

少し、30～99 人の事業所からの求人は同 7.9％増加、100～299 人の事業所からの求人

は同 33.3％増加、300 人以上の事業所からの求人は同 62.5％減少しました。 

 

なお、29 人以下の小規模事業所からの求人は、全体の 63％を占めています。 

 

また、新規求人数のうち正社員求人の割合は 46.0％であり、パート、派遣社員等を活用

する動きが続いています。 

 

 

表 2 産業別・規模別新規求人状況 

 
(人、％) 

区      分 3 年度 4 年度 前年度比 11 月 12 月 1 月 前年同月比 

新規求人数(産業計) 51,929 60,064 15.7 5,098 5,208 4,916 ▲3.9 

産 

 

 

業 

 

 

別 

建 設 業 4,003 4,086 2.1 293 360 341 ▲0.9 

製 造 業 3,322 4,309 29.7 284 275 283 ▲22.0 

 繊 維 工 業 471 578 22.7 46 24 41 24.2 

 はん用・生産用・業務用機械 640 797 24.5 51 44 45 ▲13.5 

 電 気 機 械 166 304 83.1 21 25 27 ▲10.0 

情 報 通 信 業 1,484 1,434 ▲3.4 153 99 88 ▲24.1 

運 輸 業 、 郵 便 業 3,504 4,129 17.8 366 393 235 ▲41.1 

卸 売 業 、 小 売 業 9,294 9,156 ▲1.5 945 634 757 ▲8.5 

宿泊業、飲食サービス業 4,626 6,949 50.2 624 502 377 0.3 

医 療 ・ 福 祉 10,864 13,997 28.8 1,164 1,320 1,112 ▲3.8 

サ ー ビ ス 業 7,237 7,985 10.3 664 719 670 ▲14.1 

規 2 9 人 以 下 36,586 40,684 11.2 3,532 3,136 3,078 ▲7.5 

模 3 0 ～ 9 9 人 11,046 13,731 24.3 1,072 1,255 1,178 7.9 

別 1 0 0 ～ 2 9 9 人 3,093 3,888 25.7 350 516 557 33.3 

 3 0 0 人 以 上 1,204 1,761 46.3 144 301 103 ▲62.5 

有  効  求  人  数 12,346 14,111 14.3 14,705 14,609 14,941 3.4 

 

 

求 人 の 動 向 
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1 月の新規求職者数は 1,922 人で前年同月に比べ 0.3％増加し、月間有効求職者数は
7,967 人で同 2.3％増加しました。 

 
新規求職者を雇用形態別でみると、常用は前年同月に比べ 0.9％増加し、パートタイムは

同 3.5％減少しました。 
また、雇用保険受給者は前年同月に比べ 7.8％増加しました。 
 
新規常用求職者の実態をみると、在職者は前年同月に比べ 0.9％減少し、離職者は同 0.4％

減少しました。 
離職者のうち事業主都合による離職者は同 2.7％増加し、自己都合による離職者は同 0.5％

減少しました。 
 
 
表 3 雇用形態別新規求職者・有効求職者・就職の状況 

(人、％) 

区      分 3 年度 4 年度 前年度比 11 月 12 月 1 月 前年同月比 

新 規 求 職 者 数 20,853 21,046 0.9 1,494 1,313 1,922 0.3 

  

う ち 常 用 計 20,589 20,840 1.2 1,486 1,293 1,816 0.9 

うち保険受給者 5,237 5,569 6.3 383 340 510 7.8 

うちパートタイム 7,282 7,404 1.7 507 448 634 ▲3.5 

月間有効求職者数 8,437 8,324 ▲1.3 8,325 8,001 7,967 2.3 

就 職 件 数 5,989 5,981 ▲0.1 458 413 348 ▲3.3 

 

(注)パートタイムを含む。 

年度分の月間有効求職者数は月平均値です。 

 

 

表 4 新規常用求職者の実態 
 

(人、％) 

区       分 3 年度 4 年度 前年度比 11 月 12 月 1 月 前年同月比 

新 規 常 用 求 職 者 20,589 20,840 1.2 1,486 1,293 1,816 0.9 

在 職 者 6,349 6,028 ▲5.1 458 413 549 ▲0.9 

離 職 者 12,665 13,215 4.3 914 801 1,118 ▲0.4 

  

定 年 到 達 等 555 613 10.5 39 30 36 ▲7.7 

事 業 主 都 合 2,939 2,612 ▲11.1 187 174 227 2.7 

自 己 都 合 8,762 9,649 10.1 664 579 825 ▲0.5 

自 営 355 267 ▲24.8 21 14 27 3.8 

無 業 者 1,575 1,597 1.4 114 79 149 20.2 

  
家 事 ・ 育 児 523 470 ▲10.1 18 28 48 0.0 

そ の 他 1,052 1,127 7.1 96 51 101 32.9 

 

(注)パートタイムを含む。 

離職理由が不明の者もいるので、離職者の合計は一致しないことがあります。 

  

求 職 の 動 向 
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1 月の企業整備状況(人員整理)の件数は 10 件で前年同月と比べ 16.7％減少し、人員は

28 人で同 42.9％減少しました。 

産業別では、建設業が 2 件(6 人)、製造業が 1 件(4 人)、卸売業、小売業が 4 件(12

人)、宿泊業、飲食サービス業が 2 件(4 人)などでした。 

 

表 5 企業整備状況 
(件、人、％) 

(注)同一月中に 2 人以上の人員整理が行われた雇用保険適用事業所について計上しています。 

 

 

 

 

 

1 月末の適用事業所数は 12,087 件、被保険者数は 218,063 人となりました。 

 

表 6 雇用保険適用状況  

(件、人、％) 

区      分 3 年度 4 年度 前年度比 11 月 12 月 1 月 前年同月比 

適 用 事 業 所 数 12,119 12,130 0.1 12,067 12,075 12,087 ▲0.2 

被 保 険 者 数 217,011 214,990 ▲0.9 218,982 219,005 218,063 1.1 

 

 

 

 

 

1 月に雇用保険の受給手続きをした人は 467 人で、前年同月に比べ 3.3％増加しました。 

なお受給者実人員は 1,857 人で前年同月に比べ 4.9％増加し、支給金額は 250 百万円で

同 3.7％増加しました。 

 

表 7 雇用保険給付状況 

(人 、百万円、％) 

(注)受給者実人員の年度分は月平均値、支給金額は基本手当基本分の合計です。 

区 分 3 年度 4 年度 前年度比 11 月 12 月 1 月 前年同月比 

件 数 172 148 ▲14.0 9 9 10 ▲16.7 

人 数 1,121 664 ▲40.8 93 48 28 ▲42.9 

区     分 3 年度 4 年度 前年度比 11 月 12 月 1 月 前年同月比 

受給資格決定件数 5,997 6,258 4.4 480 375 467 3.3 

受 給 者 実 人 員 1,894 1,805 ▲4.7 1,879 1,824 1,857 4.9 

支 給 金 額 2,814 2,693 ▲4.3 235 214 250 3.7 

企 業 整 備 の 状 況 

雇用保険の給付状況 

雇用保険の適用状況 


